
設計業務等の品質確保に関するポイント
平成26年6月4日、現在及び将来の公共工事の品質の確保と、その担い手の中長期的な育

成・確保の促進を目的として、公共工事の品質確保の促進に関する法律の一部を改正する法律
(平成26年法律第56号：以下改正品確法)が公布・施行されたところである。

改正品確法では、調査及び設計の発注者は、競争参加者の技術的能力に関する事項の審査や
業務の性格、地域の実情等に応じた入札契約方式の選択等により品質の確保に努めることや、
その業務内容に応じて、必要な知識又は技術を有する者の能力を適切に評価し活用することが
追加となった。

本資料は、『発注関係事務の運用に関する指針』の調査及び設計段階の主なポイントについ
て、「発注者責務」を確実に果たすよう、関係する事項や取り組み内容を「設計業務等の品質
確保に関するポイント」としてまとめたものである。 平成３０年８月

東北地方整備局 企画部

（案）
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➀ 適切な入札契約方式、業務内容による発注の実施

Ⅱ 適切な業務内容による発注Ⅰ 適切な入札契約方式

◆建設コンサルタント等業団体の実態
①地質・測量業

「土木コンサルタント業務としての
発注業務に、地質調査業務や測量業務
など業種区分の違う内容が多く含まれ、
単独受注の機会が減っている。」

②土木コン業
「変更契約において、地質や測量等

の増工を指示されるケースが多いが、
現状の積算システムでは落札率が掛か
ることから、下請け対応が難しい。」

◆対 応
・緊急対応や小規模な場合を除き、業種

区分の違う業務は分離発注を基本に対
応。なお、変更契約を行う場合も同様
とする。

・合併発注が必要な場合は、異なる業種
区分による組合せの設計共同体を認め
設定すること。

◆適切な契約方式の選択
建設コンサルタント業務等ガイドラインに基づき、

業務内容から適切に選択。

◆総合評価業務の品質確保
予定価格５００万以上は原則総合評価落札方式を採

用し、業務の品質確保を図る目的に品質確保基準を設
定、履行確実性の審査を実施。

知

識

構想力 ・ 応用力

プロポーザル方式

総合評価落札方式価格競争方式

定期点検結果の診断

道路予備設計（用地幅決定）

構造物詳細・補修設計（一般）

道路予備設計（中心線決定）

事業評価②
【交通量予測結果に基づき便益計算のみ行うもの】

防災対策検討
【工法検討を行うも
の、委員会運営伴
うもの】

環境基礎調査（文献・現地調査等）②
【補足・継続調査】 交通安全・渋滞

対策等検討
【事故分析、渋滞分析、
委員会運営】

道路・交通等現況分析①
【マニュアル等で手法が決まっているものを除き、調査計画、企画立案を伴うもの等】

道路・橋梁等構造物景観設計

道路網整備計画検討

定期点検、緊急点検

交差点設計（一般）

道路詳細設計（修正）

環境調査【常観等定型的調査】

交通量観測

各種資料作成他

構造物予備設計（一般）

環境アセスメント②
【調査項目の追加補足調査及びそのとりまとめ】

道路・交通等現況分析②
【マニュアル等で手法が決まっているもの】

構造物予備設計（大型・特殊）

道路概略設計（路線比較検討、最適路線選定）②
【既存ルートの部分的見直し】

道路概略設計（路線比較検討、最適路線選定）①
【新規にルーティングを行うもの等】

構造物詳細・補修設計（大型、特殊）

事業評価①
【全体計画を含むもの等】

環境基礎調査（文献・現地調査等）①
【企画立案から実施するもの、

貴重種を含むもの】

交差点設計（大規模立体）

交通需要予測検討

整備効果分析検討
【企画立案から実施するもの、
委員会を運営を伴うもの】

環境アセスメント①
【企画立案から実施するもの、方法書作成等】

水文調査（分析等含む）

防災対策設計
【詳細設計のみ】

交通安全・渋滞対策設計
【予備・詳細設計のみ】

交差点設計（立体）

整備効果収集・整理
【データ収集、簡易な分析のみ】

道路詳細設計（一般）
【新規に実施するもの
構造物を含むもの】

ＰＩプロセス 社会実験実施

▲ 道路事業の例
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➁ 技術者能力の資格等による評価・活用

国土交通省登録資格制度の概要

◆背 景
➀改正品確法において、調査設計業務の品質を

確保するため、「技術者の能力を資格等によ
り適切に評価すること」が明記。

➁社会資本の整備、維持、更新を適切に実施す
るため、計画・調査・設計や維持管理におけ
る点検・診断等の品質確保が重要であり、こ
れらの業務に携わる技術者の能力を適正に評
価し活用が必要。

③インフラの老朽化により、点検診断業務の増
加。

④市町村発注業務では、技術者資格が十分に活
用されていない。

業務内容に応じて、必要な知識・技術を登録要件
として明確化し、適合すると評価された民間資格
を「国土交通省登録技術者資格」として登録。

→発注者が活用する制度
登録規程の公示 H26.11

評価の考え方

◆制度の活用
平成２７年度は、点検診断など維持管理分

野について技術評価を実施。
平成２８年度から、新たに計画・調査・設

計についても資格登録され、技術評価を実施。

◆評価方法
・管理技術者の場合：技術士、博士に次ぐ
・担当技術者の場合：技術士、博士と同等

▲ 入札説明書での評価例 施設分野：堤防・河道 業務：点検・診断の場合

3



③ 履行期限の設定（債務負担行為、繰越（翌債）の活用）

現状と対応履行期限の平準化

◆課 題
履行期限が年度末に集中することで、受発注

双方で十分な成果品の確認、照査が実施されな
い懸念がある。

加えて年度末は「完了検査」「支払」「次年
度発注準備」等作業集中により負担が大きい。

◆目 的
適正な履行期限を確保した上で、測量、地質

調査及び設計の一連の流れを踏まえ計画的な業
務発注（早期発注）に努め、履行期限の年度末
集中を防ぐ。
→ 受注者の作業時間・照査時間の不足により

発生する不具合を防止する。

◆目 標
履行期限を迎える業務件数の比率

４月～１２月 ２５％以上
１月～ ２月 ２５％以上
３月 ２５％以下

◆現 状
最終で３月末が約６０％、翌年度以降約１０％

▲ 平成２９年度の履行期限の比率

◆対 応
・早期発注手続きにより平準化を推進
・適正な履行期限の確保

増工や、中止が生じた場合は、適切な工期を変
更を行うこととし、必要に応じて繰越手続きを
行うこと。

・国庫債務負担行為の積極的活用
３月期の工期集中を避けるため、年度を跨いだ
工期設定が可能な国債の活用を検討。（難易度
の高い業務、定期的に通年行う業務等）
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4%

27%

52%

17%
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④ 地質技術者を含めた合同現地踏査及び四者会議

地質技術者の参画（試行）合同現地踏査

◆目 的
受発注者が合同で現地踏査を行うことによ

り、設計条件や施工の留意点、関連事業の情
報、設計方針等の明確化・共有を図るもの。

◆対象業務
重要構造物に関する詳細設計業務について

原
則実施する。その他の設計業務についても受
発注者合同の現地踏査が有効な業務について
積極的に実施すること。
→ 受発注者協議により、複数回実施するこ

とも可能。
◆実施体制

・受注者（管理（主任）技術者）

・発注者（主任調査員または調査職員、
工事監督者（主任監督員または主任監

督
員と見込まれる者）

◆留意点
・業務内容に応じて、「参加者の選定」と
「適切な時期の設定」を行う。
・事前に確認事項を整理する等、効率的な合

同現地踏査の実施に努める。
・実施内容を記録し、受発注者間の共有を図

る。

◆目 的
四者会議を行うことにより地質技術者の思想

を反映させ、地盤の危険性の情報を共有し、更
る品質確保を図るもの。

◆対象業務
地質構造の複雑な箇所、地形の変化が大きい

箇所等、特に地質情報の不確実性（地質リス
ク）が高い現場における工事または業務につい
て実施すること。

◆実施体制
・受注者（管理（主任）技術者）

・発注者（主任調査員または調査職員、
工事監督者（主任監督員または主任監督
員と見込まれる者）

・地質技術者

◆留意点
・業務内容に応じて、「参加者の選定」と
「適切な時期の設定」を行う。
・事前に確認事項を整理する等、効率的な四者

会議の実施に努める。
・実施内容を記録し、受発注者間及び地質技術

者の共有を図る。
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⑤ 条件明示ガイドライン・条件明示チェックシート

留意点条件明示ガイドラインとは

◆条件明示チェックシート（案）の活用
・未確定の設計条件について、条件確定の予定

時期や協議の進捗状況等をシート(案)に記載
し、詳細設計業務の受注者に提示

・受注者は、発注者から受け取ったシート(案)
を業務スケジュール管理表に反映し運用。

◆留意点
・対象業務に関連する予備設計において、シー

ト(案)を成果品として確実に納品させること。
・詳細設計業務の履行に必要な設計条件を明確

にし、詳細設計業務発注時に明示させること。
・予備設計後、期間が経過した業務は発注者が

シート(案)を作成すること。

◆目 的
発注者の条件提示の遅延等による履行期間

の圧迫、作業の手戻り等を回避し、業務成果
の品質確保を図るもの。

→ 適切な時期に設計条件を受注者に提示し、
発注者の責任を確実に実行

→ 平成27年度より土木設計業務等標準積算
基準に歩掛り設定

◆対象業務
➀道路詳細設計（平面交差点を含む）
➁橋梁詳細設計
③樋門・樋管詳細設計
④排水機場詳細設計
⑤築堤護岸詳細設計
⑥山岳トンネル詳細設計（換気検討含む）
⑦共同溝詳細設計

→ 一部詳細設計業務を対象に、平成２４年
度に試行、平成２５年度より適用工種を
拡大し試行継続中

条件明示チェックシート（案）
の確認項目

①適正な履行期間の確保及び履行期限
の設定の確認

②基本的な設計条件・計画条件等の確
認

③関係機関との調整事項、協議の進捗
状況等の確認

④貸与資料（測量・地質・予備設計成果
等）の確認

⑤その他（事業間連携、コスト縮減、環
境対策等の確認）

▲ 運用の流れ（予備設計→詳細設計）
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⑥ 業務スケジュール管理表

留意点業務スケジュール管理表とは

◆手 順
・受注者は、契約後速やかに管理表を作成、発注者

の承諾を得る。
記載項目事例：作業内容、工程、条件明示内容、受発注者の検

討期限等

・発注者は管理表に記載された設計条件に関する質
問等に迅速に対応、回答待ちによる作業時間・照
査時間の遅延を防ぎ適切な業務実施に努める。

◆実施体制
・受注者（コンサル等）
・発注者（発注担当課）

◆留意点
・管理表の作成、管理は受注者が実施。
・様式は過度に煩雑化せず受発注双方が利用しやす

い様式とする。
・やむを得ず履行期間の延期、契約内容の変更が必

要な場合は、適切な履行期間の確保を図る。
・必要に応じ繰越処理を行う場合は、理由の説明資

料として管理表の活用を図る。

◆目 的
業務履行中に発注者の判断・指示が必要と

される事項の有無について、受発注者間で協
議し、その役割分担、着手日及び回答期限等
を明確にした「業務スケジュール管理表」を
作成し、円滑な業務の実施を図るもの。

→ 業務スケジュール管理表により、受発
注者の役割分担を明確にし、スケ
ジュール及び懸案を共有。

◆対象業務
全ての詳細設計業務で実施。
ただし、懸案事項等が少なく、通常の工程

表による管理のみで対応できる場合は対象外
としてよい。
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⑦ 業務環境の改善（ウィークリースタンス）

Ⅱ 業務環境の改善Ⅰ ワンデーレスポンス

◆目 的
受注者から設計条件に関する質問・協議が

あった際は、その日のうちに回答、検討に時
間を要する場合は、回答可能な日を通知する
ことにより、円滑な業務の進捗を図るもの。

◆対象業務
全ての測量業務、地質調査業務、土木関係

建設コンサルタント業務

◆実施効果
【発注者】

・経験・技術力・判断力などの伝承、コミュ
ニケーションの向上

・スピード感を要求されることによる緊張感
や意識改革、学習や知識の蓄積が不可欠

【受注者】
・手待ち減少による効率的な工程管理の実現
・回答を予告することにより次の段取りが可

能

→円滑な意思疎通を！

◆打合せ時間の配慮
打合せは勤務時間内に行うものとし、勤務

時間外の打合せは極力行わない。
（１５時以降からの打合せは計画しない）

◆資料作成依頼の配慮
受注者への資料作成依頼の基本事項
・休日の前日に依頼しない。
・休日明けの日を提出期日としない。
（休日は、作業しなくても良いように。）

受注者によって、勤務時間、定時退庁日等な
どが異なることから、柔軟性をもった取り組み
に努める。

業務の進捗に差し支えないよう、業務スケ
ジュール管理を適切に実施し取り組みに努める。

8:30 10:00 12:00 13:00 15:00 17:00

×
×
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⑧ 確実な照査の実施（赤黄チェックの実施）

赤黄チェックの実施確実な照査の実施

◆目 的
設計不具合の主要因は、データ入力時の不注

意・確認不足による図面作成ミス。(単純ミス)
確実な照査の実施により、設計不具合の軽減を
図るもの。

◆赤黄チェックとは
設計図、設計計算書、数量計算書等について、

それぞれ及び相互（設計図－設計計算書間、設
計図－数量計算書間等）の整合を確認する上で、
確認マーク（黄）を付し、間違いの箇所、修正
結果（赤字修正）を分かりやすく示したもの。

◆目 的
必要な照査期間の確保、照査技術者自身に

よる照査報告の実施により、受注者による確
実な照査を実施するための環境を整備するも
の。

◆実施内容
➀照査期間の確保

業務着手段階において、照査の時期、必要
な期間について受発注者間で協議のうえ、
業務管理スケジュール表等に明示し、照査
期間を配慮した工程管理を行う。

➁照査技術者自身による照査報告
業務成果品のうち照査報告書について、照
査技術者自身による報告を原則とし、受注
者の照査に対する意識向上を図る。

③詳細設計における照査体制の強化
→赤黄チェックの原則実施（H28.4.1～）

▲ 赤黄チェックの事例

【受注者】
確認、修正結果を設計図面等
に書き込み、照査の根拠資料
として示す。
【発注者】
成果納入時における照査報告
において、照査の根拠資料の
提示を求める。

＜対象業務＞
・樋門・樋管、排水機場、築
堤護岸、道路、橋梁、山岳ト
ンネル、共同溝、仮説構造物
の詳細設計

9



⑨ 設計概要書

実施内容設計概要書とは

◆実施内容
・対象工種の詳細設計（修正設計含む）完了時に、受注者よ
り成果品の一部として提出。
・設計報告書の概要であり、新たな検討等が必要ないことか
ら、報告書の一部として作成。

◆目 的
工事調整会議（三者会議）

において円滑な設計意図の伝
達を行うため、設計時の基本
条件・現場条件・設計条件等
について、統一した様式を導
入したもの。

→ 東北地方整備局独自の
取り組み。

◆対象工種
➀ボックスカルバート
➁擁壁
③橋梁上・下部工
④樋門・樋管
⑤鋼矢板仮締切
⑥仮桟橋
⑦軟弱地盤対策
⑧法面

⑨場所打ち杭
▲ ボックスカルバートの事例
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⑩ アドバイザー・コンサルタント制度

制度活用の流れ制度創設の背景

職員の業務は、激甚化する豪雨、豪雪や地震津波等危機管
理における緊急時の迅速な判断や対応が求められる他、通常
においても様々な事象・案件に対する内容や範囲は、複雑化
かつ高度化しており、建設分野以外のニーズも含まれるなど、
日々頭を悩ます場面が多くなっている。

その様な問題や課題に対して、専門的な立場からの助言や
広い見知からの情報・ノウハウ等を速やかに受けることによ
り、機動的かつ効率的な業務遂行を図ることを目的に「アド
バイザー・コンサルタント制度」を創設した。

制度の概要

◆５分野１５項目に３２７件の技術者が登録

▲ 緊急時・通常時の実施フロー

◆メリット
・緊急時、通常時ともに随意契約が可能。
・緊急時は、業務実施後の契約行為も可能
・アドバイザー登録リストがリスト化されて

おり、問題課題に対応した最適なアドバイ
ザーの選択が速やかに可能。

★技術系顧問弁護士の様な存在のアドバイザー
の積極的な活用を！！

分　　野 № 項　　　　　目 登録人数

1 危険度予測のための調査・診断 28

2 施設被災時の調査計画 21

3 水質事故発生時のリスク予測 7

4 施設被災状況の早期把握 9

5 被災施設の（応急）復旧対策 17

6 構造物や部材の変状、劣化調査・診断 44

7 構造物等の安全性の診断・評価方法 52

8 災害の未然防止のための点検・　　診断 17

災害対
応・危機
管理

施設の
維持補
修・管理

9 観測・モニタリング手法の提案 12

10 情報発信手法の提案 4

11 データベース構築手法の提案 7

12 環境への影響・調査方法 40

13 各事業を対象とした地質調査の評価 34

14 ＵＡＶ等を用いた3次元測量 28

15 土工の3次元設計 7

ICT土工
測量・設

計

情報・観
測・モニ
タリング

環境・地
質調査
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外業を伴う業務、測量、調査における災害防止

＊調査測量や点検作業中の墜落・転落災害防止
構造物上や法面、谷地、河川等、墜落の恐れがある場所での作業においては、親綱設備等による安全
対策を必ず講じた上で作業を実施すること。

＊外業地先の気候による災害防止
点検作業中に熱中症により死亡した事例があることなどから、高温多湿作業場所に従事する場合には
熱中症予防対策を、また、寒冷地では低体温症や凍傷等の予防対策を行うものとし、関係事項は業務
計画書に組み入れること。

＊悪条件下や危険動物等による災害防止
雨天融雪の河川増水による転落や、渓流等の露岩における転倒・滑落の危険性のある場所において
は、単独作業はせず、安全装備を準備の上、作業中も安全確認を行う。また、熊、スズメバチ、毒蛇
等の人命に危険を及ぼす害獣、害虫への遭遇回避対策等を図り必要に応じ業務計画書に組み入れるこ
と。

＊交通災害の防止
業務関係者の通勤、資機材の運搬作業に起因した第三者の負傷や、第三者車両等に対する損害を防止
するため、運転する自動車等の交通安全に対し十分に注意を促すこと。
また、運転位置から離れる際は、エンジン停止、走行ブレーキ等逸走防止措置を講じること。

＊資機材盗難の防止
地質調査機材等盗難被害を受けた場合、それ自体の損害だけでなく調査工程にも影響がでることか
ら、業務や調査等作業に係る盗難、防犯対策については確実に実施すること。

【参考編】 建設コンサルタント業務等における事故防止の徹底
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